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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年３月期第３四半期 23,823 21.4 488 △20.9 313 △32.8 258 △48.9

2021年３月期第３四半期 19,619 △18.1 617 51.2 466 78.7 505 180.2

（注）包括利益 2022年３月期第３四半期 267百万円（△41.6％） 2021年３月期第３四半期 458百万円（－％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年３月期第３四半期 33.25 －

2021年３月期第３四半期 65.04 －

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年３月期第３四半期 46,319 14,898 31.1 1,851.74

2021年３月期 43,674 15,071 33.4 1,874.52

（参考）自己資本 2022年３月期第３四半期 14,405百万円 2021年３月期 14,582百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年３月期 － － － 30.00 30.00

2022年３月期 － － －

2022年３月期(予想) 30.00 30.00

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 26,800 △3.7 700 △6.8 450 △15.9 400 △10.4 51.42

１．2022年３月期第３四半期の連結業績（2021年４月１日～2021年12月31日）

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．2022年３月期の連結業績予想（2021年４月１日～2022年３月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年３月期３Ｑ 7,783,448株 2021年３月期 7,783,448株

②  期末自己株式数 2022年３月期３Ｑ 4,167株 2021年３月期 4,161株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2022年３月期３Ｑ 7,779,285株 2021年３月期３Ｑ 7,779,319株

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：有

(注)詳細は、添付資料Ｐ.７「２．四半期連結財務諸表及び主な注記　（３）四半期連結財務諸表に関する注記

事項（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）」をご覧ください。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：有

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無

③  会計上の見積りの変更                        ：無

④  修正再表示                                  ：無

（４）発行済株式数（普通株式）

※  四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についての注意）

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての

注意事項等については、添付資料Ｐ.２「１．当四半期決算に関する定性的情報　（３）連結業績予想などの将来予

測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症のワクチン接種が促進され、行

動制限が緩和されるなか経済活動において持ち直しの動きが見られたものの、感染力が強いとされる変異株によ

り、再び感染が拡大し、依然として収束時期の見通しが立たず、景気の先行きは不透明な状況が続いておりま

す。

このような経済状況下、当第３四半期連結累計期間の経営成績は、商事セグメントの輸入炭販売価格が上昇した

こと等により、売上高は238億23百万円（前年同期比21.4％増）となりました。

また、利益面については工事セグメントの建設工事の受注が減少したこと等により営業利益は４億88百万円

（同20.9％減）、経常利益は３億13百万円（同32.8％減）となり、親会社株主に帰属する四半期純利益は２億58

百万円（同48.9％減）となりました。

セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

①不動産セグメント

賃貸ビルの空室率増加等により、売上高は21億６百万円(前年同期比2.3％減)となったものの、賃貸マンショ

ン等の修繕費コスト減少により、営業利益は６億42百万円(同11.4％増)となりました。

②商事セグメント

輸入炭の販売価格が上昇したこと等により、売上高は144億67百万円(同62.8％増)となったものの、船舶輸送

の稼働率低下等により、営業利益は２億21百万円(同1.3％減)となりました。

③サービスセグメント

北海道にて運営している有料老人ホームの稼働率上昇等により、売上高は39億14百万円(前年同期比0.4％増)

となり、営業利益は２億21百万円(同14.4％増)となりました。

④建設工事セグメント

建設工事の受注が減少したことにより、売上高は17億30百万円(同43.2％減)となり、営業利益は18百万円(同

85.4％減)となりました。

⑤肥料セグメント

農業用肥料等の販売数量が減少したことにより、売上高は16億４百万円(前年同期比1.5％減)となり、営業利

益は21百万円(同82.1％減)となりました。

（２）財政状態に関する説明

当第３四半期連結会計期間末における総資産は463億19百万円となり、前連結会計年度末に比べて26億45百万円

増加となりました。この主な要因は、受取手形、売掛金及び契約資産が17億68百万円、輸入炭の仕入価格上昇によ

り商品及び製品が３億23百万円増加したこと等によるものであります。

負債は314億21百万円となり、前連結会計年度末に比べて28億18百万円増加となりました。この主な要因は支払

手形及び買掛金が18億48百万円、短期借入金が８億66百万円増加したこと等によるものであります。

純資産は148億98百万円となり、前連結会計年度末に比べて１億73百万円減少となりました。この主な要因は、

利益剰余金が１億72百万円減少したこと等によるもので、この結果、自己資本比率は31.1％（前連結会計年度は

33.4％）となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2022年３月期の連結業績予想については、現時点で2021年５月12日に公表した計画から変更はありません。

なお、業績予想については、現時点で入手可能な情報に基づき当社で判断したものであり、実際の業績は、今後

様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,305 6,348

受取手形及び売掛金 3,925 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － 5,694

未成工事支出金 18 42

商品及び製品 5,346 5,669

原材料及び貯蔵品 104 176

その他 1,096 1,274

貸倒引当金 △8 △9

流動資産合計 16,788 19,195

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 9,450 9,433

土地 12,844 12,802

その他（純額） 826 1,124

有形固定資産合計 23,121 23,360

無形固定資産

その他 105 84

無形固定資産合計 105 84

投資その他の資産

投資有価証券 755 722

長期貸付金 12 2

差入保証金 2,072 2,068

その他 826 894

貸倒引当金 △8 △8

投資その他の資産合計 3,658 3,679

固定資産合計 26,885 27,124

資産合計 43,674 46,319

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,609 4,457

短期借入金 8,045 8,912

賞与引当金 229 115

その他 3,123 2,616

流動負債合計 14,008 16,102

固定負債

社債 2,206 2,327

長期借入金 5,319 5,871

受入保証金 3,629 3,509

債務保証損失引当金 1,288 1,218

退職給付に係る負債 673 680

資産除去債務 121 110

その他 1,355 1,602

固定負債合計 14,594 15,318

負債合計 28,602 31,421

純資産の部

株主資本

資本金 4,244 4,244

資本剰余金 3,347 3,347

利益剰余金 5,880 5,708

自己株式 △4 △4

株主資本合計 13,468 13,295

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 283 278

土地再評価差額金 832 832

退職給付に係る調整累計額 △1 △1

その他の包括利益累計額合計 1,114 1,109

非支配株主持分 489 492

純資産合計 15,071 14,898

負債純資産合計 43,674 46,319
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日

　至　2021年12月31日)

売上高 19,619 23,823

売上原価 16,684 20,851

売上総利益 2,935 2,971

販売費及び一般管理費 2,317 2,483

営業利益 617 488

営業外収益

受取配当金 30 31

助成金収入 19 29

その他 65 68

営業外収益合計 115 129

営業外費用

支払利息 187 213

その他 79 90

営業外費用合計 266 304

経常利益 466 313

特別利益

固定資産売却益 12 2

投資有価証券売却益 228 80

特別利益合計 241 82

特別損失

固定資産売却損 － 3

固定資産除却損 2 4

投資有価証券売却損 0 －

その他 0 －

特別損失合計 3 8

税金等調整前四半期純利益 704 387

法人税等 187 113

四半期純利益 516 273

非支配株主に帰属する四半期純利益 10 15

親会社株主に帰属する四半期純利益 505 258

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間）
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日

　至　2021年12月31日)

四半期純利益 516 273

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △62 △6

退職給付に係る調整額 3 △0

その他の包括利益合計 △58 △6

四半期包括利益 458 267

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 449 253

非支配株主に係る四半期包括利益 9 13

（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
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（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

収益認識会計基準等の適用による主な変更点は、以下のとおりです。

（代理人取引に係る収益認識）

顧客への商品の提供における当社の役割が代理人に該当する取引については、従来は、総額で収益を認識し

ておりましたが、顧客への財又はサービスの提供における役割（本人又は代理人）を判断した結果、純額で収

益を認識する方法に変更しております。

（工事契約に係る収益認識）

従前は請負工事に関して、進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準を、そ

の他の工事については工事完成基準を適用しておりましたが、一定の期間にわたり充足される履行義務につい

ては、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識する方法に

変更しております。なお、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができないが、発生する費用

を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１

四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。た

だし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取

扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。ま

た、収益認識会計基準第86項また書き(1)に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前まで

に行われた契約変更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累

積的影響額を第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は３億57百万円増加し、売上原価は２億58百万円増加し、営

業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ99百万円増加しております。また、利益剰余金の

当期首残高は１億98百万円減少しております。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示して

いた「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表

示することといたしました。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会

計年度について新たな表示方法により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第３四半期連

結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

（時価の算定に関する会計基準の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計

基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計

基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表

に与える影響はありません。
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（単位：百万円）

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結

損益計算書　

計上額　

(注)２
不動産 商事 サービス 建設工事 肥料 計

売上高

外部顧客への売上高 2,156 8,889 3,899 3,045 1,629 19,619 － 19,619

セグメント間の内部

売上高又は振替高
102 149 84 292 2 631 △631 －

計 2,259 9,038 3,984 3,337 1,631 20,251 △631 19,619

セグメント利益 576 224 193 129 121 1,245 △627 617

（単位：百万円）

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結

損益計算書　

計上額　

(注)２
不動産 商事 サービス 建設工事 肥料 計

売上高

顧客との契約から生じる

収益
884 14,465 3,904 1,730 1,604 22,588 － 22,588

その他の収益 1,222 1 10 － － 1,234 － 1,234

外部顧客への売上高 2,106 14,467 3,914 1,730 1,604 23,823 － 23,823

セグメント間の内部

売上高又は振替高
70 240 89 46 0 446 △446 －

計 2,176 14,707 4,004 1,776 1,604 24,270 △446 23,823

セグメント利益 642 221 221 18 21 1,125 △637 488

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自2020年４月１日　至2020年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．セグメント利益の調整額△627百万円は、セグメント間取引消去△27百万円及び各報告セグメン

トに配分していない全社費用△599百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない当社グループの総務・経理部門に係る費用であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自2021年４月１日　至2021年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１．セグメント利益の調整額△637百万円は、セグメント間取引消去△０百万円及び各報告セグメン

トに配分していない全社費用△636百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない当社グループの総務・経理部門に係る費用であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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２．報告セグメントの変更等に関する事項

　会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、

収益認識に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変

更しております。

　当該変更により、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の売上高が、「不動産」で55百万

円減少、「商事」で152百万円減少、「サービス」で20百万円増加、「建設工事」で546百万円増加し、

セグメント利益が、それぞれ「サービス」で20百万円、「建設工事」で79百万円増加しております。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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